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E聖書 約}本研究の目的は、医療過疎地域における母子ケアの質を向上させるために、望ましい看護職の連携

のあり方を、保健師の視点から明らかにすることである。調査方法は質問紙調査法で、医療過疎地域における

特定した市町村に調査依頼書および質問紙を郵送した。回答が得られた母子保健事業を担当する市町村保健師

19人を対象に、自由記載内容を質的に分析した O

分析の結果、地域での母子ケアの実践は〈地域での身近な存在〉である保健師と「妊娠・出産に関するスペ

シャリスト」である助産師の協働が有効であり、質の高いケアの提供が可能となる。

さらに、医療過疎地域における看護職の連携には、 {専門性を生かした保健師と助産師の関係の構築}が不

可欠であり、その関係ができたうえで、 {地域と医療施設の事例の情報共有システム]を作り、 {地域と医療

施設の連携のための組織作り]を行う。保健師と助産師が連携のシステムを活用し〈保健師と助産師による同

じ目標に向かつての支援〉を行うことが、質の高い地域母子ケアにつながると考えられた。

{キーワード]保健師、母子ケア、助産師、医療過疎地域、連携
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妊娠期・分娩期・産樗期は、女性が心身ともに大き

な影響を受ける時期であり、その時期の看護の果たす

役割は大きい。妊娠期・分娩期・産樗期をとおした看

護で重要なことは、「ヘルスプロモーションの考え方

に基づき、地域や家庭で多くの時間を過ごし生活する

対象者に対して、セルフケアによって安全で快適な妊

娠生活、分娩期が過ごせるようにすること、また新し

い家族関係が構築できるようにすることJといわれて

いる 1)。

「すこやか親子21Jにおいても妊娠・出産の安全性

と快適さの確保がうたわれているように、妊娠期・分

娩期・産樗期におけるケアの質の向上に関する要望は
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高まっている。しかし一方で、産婦人科医師の不足に

よる不十分な産科医療体制が全国各地で社会問題となっ

ている。特に地方の少子高齢化が進んだ過疎地域にお

いて産科医師、助産師の不足は深刻な問題である。こ

のような医療過疎地域に暮らす妊産婦は、出産施設の

選択肢が限られる、あるいは生活圏内に出産施設がまっ

たくないという、妊娠・出産の安全性と快適さを阻む

状況が生じている。このような状況においては、妊産

婦が受けるケアの質の確保も難しくなることが予想さ

れる。

妊娠期・分娩期・産祷期のケアは、保健・医療・福

祉の各専門職種によるチームとして提供される。チー

ムケアが的確に行われるためには、各専門職種の権限

と責任を明確にしたうえで、必要な専門職種のマンパ
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ワーの確保と、質の高いケアシステムの構築が必須で

ある。産科医療の不足する地域でのケアシステムの構

築は、看護職が行うケアの質と量が重要な要素となり、

地域と医療施設で働く看護職の連携が不可欠となる。

しかし、地域の母子ケアに関する報告は、保健師と保

育士の連携に関する研究2)、子育て支援活動3)や新生

児訪問に関する調査4)はみられるが、母子ケアにおけ

る看護職の連携についての報告は少なく、特に、医療

過疎地域における保健師と医療施設の助産師といった

看護職間の連携に関する報告は乏しい現状であり、医

療過疎地域での助産師の役割を調査した我々の報

告 5，6)が数件みられる程度である。

そこで本研究は、医療過疎地域における母子ケアの

質を向上させるために、望ましい看護職の連携のあり

方を、保健師の視点から明らかにすることを目的に調

査を行った。

医療過疎地域は明確に定義されていないため、産科

医療の現状を考慮して、本研究では分娩施設の集約化

に伴い産科診療休止が行われている地域で、かつ、へ

き地医療拠点病院を有する地域を医療過疎地域とした。

E 硯究方法

1.調査対象地域および対象者

本研究は、医療過疎地域として、へき地医療拠点病

院を持つ県を調査対象地域として設定し、 A.B県を

選択したo A . B両県の概要は、表lに示すとおりで

ある。

表 1 調査地域の概要

項 目 A 県 B 県

人 一口 約186万人 約145万人

産 科 医 師 数 146人 87人

助 産 日市 数 222人 224人

総合周産期母子医療センタ}の数

地域周産期母子医療センタ}の数 4 3 

出 生 数 約 l万 6千人 約 1万 l千人

および質問紙を郵送した。質問紙の回答者は、当該市

町村に勤務し、主に母子保健事業を担当する保健師を

依頼し、回答者数は各市町村1名とした。

2. 調査方法および調査項菌

調査方法は質問紙調査法を用い、質問紙の配布及び

回収は全て郵送で行った。調査項目は、①勤務市町村

での妊娠期から乳幼児期 (3歳まで)における母子保

健事業内容、②医療施設と地域の連携について助産師

に望むこと、③良質な地域母子ケアのための保健師と

助産師の役割分担及び連携上の課題、④医療施設と地

域の連携において理想とする地域母子ケアシステム、

⑤対象者の属性であった。調査項目②③④の具体的な

質問内容は、 fあなたの地域の母子保健向上の視点か

ら、医療施設と地域の連携について、助産師に望むこ

とをお書きくださいJrあなたの地域において良質な

母子ケアを提供するためには、保健師と助産師はどの

ような役割分担を行い、どのように連携していくこと

が課題だと考えますかJr医療施設と地域の連携にお

いて、保健師の立場から理想とする母子ケアシステム

についてお聞かせくださいJであったO 回答は①⑤は

複数選択解答とし、②~④は自由記載とした。なお、

調査は、平成16年に実施した。

3. 分析方法

母子保健事業については、選択項目毎に県別の回答

数を単純集計した。

自由記載から得られた記述は、回答を繰り返し読み、

回答毎に意味内容を損なわないように注意し文章を区

切り、分析の単位とした。次に、地域と医療施設の連

携、連携のためのシステムに焦点をあて、文章をコー

ド化した。意味内容の類似性、相違性に基づきサブカ

テゴリーを抽出し、抽象度をあげていきカテゴリーを

命名した。分析に当たっては、スーパーパイズを受け

ながらすすめ、分析内容の妥当性を確保するように努

めた。

(平成16年現在) 4. 輪理的自己蟻

調査対象者の選定の手続きは、まず、へき地医療拠 研究協力の依頼は、プライパシ一保護のため回答内

点病院をA.B各県につき 2病院、合計4病院特定し 容の匿名性に十分配慮すること、得られたデータは研

た。次に特定した 4病院の診療圏を想定し、その診療 究以外の目的で使用することはないことを記入した文

圏にある各市町村(調査当時の市町村)に調査依頼書 書を用いた。依頼文書とともに質問紙を各市町村の母
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子保健事業を担当する保健師宛に送付し、質問紙への

回答をもって、研究協力の同意としたO 質問紙はすべ

て無記名とした。

なお、本研究は、三重県立看護大学研究倫理審査会

(平成16年度No.4)の審査を受け承認された。

盟結

質問紙の配布数および回収率は、 A県は25市町村へ

配布し、回収数が11部(回収率44%)であり、 B県は

16市町村に配布し、回収数が8部(回収率50%)であっ

た。分析対象者は、回答が得られた19人とした。

対象者19人の年代、保健師経験年数等の背景は、表

2に示すとおりである。対象者の平均年齢は、 34.2土

7.0歳、保健師としての経験年数は、 11.2士6.2年、母

子保健事業の経験年数は、 9.7:1::6.7年、調査地域での

勤務年数は、 10.6土5.9年であった。

表 2 対象者の背景

保健師として 母子保健業務 当該地域で
調査対象者| 年代

の経験年数の経験年数の勤務年数
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20歳代 0~5 0~5 

40歳代 21以上 21以上

20歳代 6~ 10 0~5 

30歳代 II ~ 15 II ~ 15 

30歳代 6~10 6~10 

30歳代 6~ 10 0~5 

30歳代 16~20 0~5 

40歳代 16~20 16----20 

40歳代 16~20 16----20 

40歳代 16~20 16~20 

40歳代 16~20 16----20 

30歳代 11----15 11----15 

40歳代 16~20 6----10 

20歳代 0----5 0~5 

20歳代 6----10 6----10 

30歳代 6----10 0----5 

30歳代 6----10 0----5 

20歳代 6----10 0----5 

40歳代 16~20 6--10 

0----5 

21以上

6----10 

11----15 

6----10 

6~10 

11~15 
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16~20 
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11~15 

16----20 
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表 3は、対象者の担当市町村における母子保健事業

の実施状況である。妊婦、乳幼児健康診査事業は両県

ともに高い実施率であった。訪問事業および電話相談

事業も高い割合で実施されているが、実施状況にばら

つきがみられ、妊婦訪問指導はA県で63.6%、B県で

87.5%であり、新生児訪問指導はA県で81.8%、B県

で100%であった。また、育児グループの支援事業や

児童虐待防止ネットワーク事業は、共に 2~3 市町村

の実施であった。

自由記載から得られた回答を分析した結果、〔保健

師がとらえた地域の医療資源J(地域と医療施設の連

携における助産師への役割期待J(地域と医療施設の

連携における保健師の役割認識J(地域母子ケアのた

表 3 各県における母子保健事業内容

A県 n=11 B県 n=8
項 目

人 % 人 % 

妊婦健康診査 11 100.0 8 100.0 

妊婦健康診査医療機関委託有 11 100.0 8 100.0 

乳幼児健康診査 10 90.9 8 100.0 

乳幼児健康診査医療機関委託有 10 90.9 8 100.0 

妊産婦歯科健康診査 。0.0 3 37.5 

乳児歯科健康診査 9.1 2 25.0 

妊婦訪問指導 7 63.6 7 87.5 

妊婦訪問指導助産姉委託有 9.1 3 37.5 

新生児訪問指導 9 81. 8 8 100.0 

新生児訪問指導助産師委託 有 2 18.2 3 37.5 

里帰り新生児訪問指導 5 45.5 8 100.0 

里帰り新生児訪問指導助産師委託 有 2 18.2 2 25.0 

妊娠期の母親学級 3 27.3 1 12.5 

妊娠期の両親学級 3 27.3 3 37.5 

乳児期の育児学扱 7 63.6 4 50.0 

妊娠期の電話相談 4 36.4 7 87.5 

新生児期の電話相談 6 54.5 7 87.5 

乳児期の電話相談 7 63.6 7 87.5 

健診未受診者のブォロー 9 81. 8 8 100.0 

育児グループの支援 6 54.5 2 25.0 

児童虐待防止ネッ
3 27.3 2 25.0 トワーク事業

l歳6ヶ月健診 11 100.0 8 100.0 

3歳児健診 11 100.0 8 100.0 
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めの看護職の連携における課題J[地域母子ケアのた

めの理想とするケアシステム〕に分類されたO 以下に、

分類ごとに抽出された内容を説明する。以下、カテゴ

リーは[ ]、サブカテゴリーは( )で示し、 IJ 

は質問紙記述のローデータを表す。

1 .保健舗がとらえた対象地域の監事襲資漉

表4は保健師がとらえた対象地域の医療資源の特徴

である。表に示すように抽出されたカテゴリーは、

[距離に起因する医療資源の不足]であり、含まれる

コード数は12であった。その具体的な内容は〈生活圏

内に小児科がない) (生活圏内に産科がない) (緊急

時の医療資源不足) (活用できる子どもの専門医療資

源がない) (不妊に関する医療資源の不足〉であった。

〈活用できる子どもの専門医療資源がない〉には、

「染色体異常や内分泌異常の子どもの専門の医療が受

けにくい。JI療育機能が貧困のため、障害を告知され

ても遠くまで出かけていく必要があり、保護者の負担

が大きい。」と感じられていた。

2. 地域と監護襲擁識の連携における助産自軍への役割期

待と保健輔の投書J認識

表 5に地域と医療施設の連携の視点から助産師に望

むことを示した O カテゴリーは 8つ抽出され、含まれ

るコードは合計55であった。含まれるコード数の多い

}II買に{事例の情報提供1[施設内での助産師によるケ

アの充実1[地域に暮らす樗婦のケア] [周産期の乳

房ケア] [母子保健事業の紹介1[対象者の家庭生活

を考慮したケア実施の希望1[ハイリスク家庭への支

援の協働] [臨床現場の知識提供}が助産師に期待さ

れていた。

{事例の情報提供]は、 〈支援が必要と思われる事

例の情報提供) (事例の指導内容、経過についての情

報提供〉が求められ、具体的には「退院後の母子の生

活に心配のあるケースJI育見能力的に支援が必要と

思われる産婦JI入院中に気になる産婦JI育児不安の

強い祷婦JIハイリスク家庭」についての情報提供を

希望していた。また、情報提供に関連して、「事前に

情報が得られると、新生児訪問時にチェックしやすいj

「ハイリスク家庭は、妊娠時から情報があれば乳幼児

訪問や育児相談に早期につなげられるJという〈情報

提供のメリット〉があげられた一方で、 〈個人情報保

護法施行への懸念〉があり、そのため〈地域へ情報提

供することの同意を対象者から得る〉ことを期待する

記述もみられた。

続いてコード数が多かったカテゴリーはケアに関す

る項目であり、 {施設内での助産師によるケアの充実}

は、 〈退院後の個々人の生活を考慮した入院中の指導〉

〈妊娠期・分娩期の母子の支援) (妊娠中から産後 1

か月までの母体の健康管理(身体ケア)) (助産師に

よる知識と技術の提供〉から構成された。(退院後の

個々人の生活を考慮した入院中の指導〉では、「家に

帰ってからのことも考慮した入院中の指導JI一律の

指導ではなく退院後の個人の生活に合わせた指導」を

求める記述がみられた。(妊娠期・分娩期の母子の支

援〉では、「助産師は妊娠・出産に関するスペシャリ

ストJと認識しており「妊娠・出産に関する支援を積

極的に進めてほしいJI妊婦健康診断時の相談や支援J

「出産前後の母親の不安への支援JI育児の支援jといっ

た母親に寄り添う精神的ケアが助産師に求められてい

た。同時に、「妊娠中から産後 1か月ころまでの母体

の健康管理JI妊娠中毒症等は状態がよくなるまでの

健康管理jといった身体ケアを中心とした〈妊娠中か

ら産後 1か月までの母体の健康管理(身体ケア))も助

表4 保健師がとらえた地域の医療資源

カテゴリ
含まれる

サブカテゴリ
コード数

生活圏内に小児科がない(⑦@⑫)

生活圏内に産科がない(⑮⑮)
距離に起因する医療資源

12 緊急時の医療資源不足(⑫)
の不足

活用できる子どもの専門医療資源がない(④⑨⑬)

不妊に関する医療資源の不足(⑬)

(サブカテゴリー内の数字は対象者を示す)

-12-



産師に求められていた。 助産師による退院後の祷婦のケアが求められていた。

{地域に暮らす樗婦のケア]は、 〈産樗期のケア〉 {周産期の乳房ケア}は、 〈乳房ケアと母子関係〉

が密接に関連するとの認識から〈入院中の乳房ケア〉

〈妊娠期から産樗期までの乳房ケア〉への期待があり、

〈母乳相談窓口の設置〉の要望がみられた。「母親が

母乳時育を希望しているかを把握し、希望する母親に

は退院時までに母乳の飲ませ方をしっかり指導してほ

しいjという意見がみられた。

〈助産師の勤務する施設以外を退院した裸婦のケア〉

と〈助産師の勤務する施設を退院した樗婦のケア〉が

含まれた。全てのサブカテゴリーには、退院後の乳房

ケアや母乳育児支援が含まれていたo (助産師の勤務

する施設以外を退院した祷婦のケア〉では「助産師は

病院だけでなく、地域の母親への指導もしてほしいJ

「助産師のいない病院もあるので、出産した病院(の

樗婦)でなくても相談・指導が受けられる体制」を希

望していた。(助産師の勤務する施設を退院した樗婦

のケア〉は、「退院後、母親の乳房の状態や悪露の性

状など母体の回復における症状や児の健康状態等を気

軽に相談できる体制Jや「退院後も訪問や相談サービ

スを提供じ、適切に育児を進められる支援Jといった、

さらに助産師には対象者に対する{母子保健事業の

紹介]を希望しており、「母親の居住する町の母子保

健事業を紹介してほしい」と記述している。

しかし、一方で、助産師のケアには〈生活の視点が

不足する助産師のケアに対する不満〉もあり、それら

は、「病院の助産師がどんなことをどこまでしてくれ

るのかわからないJI助産師は妊婦の家庭での様子は

表 5 地域と医療施設の連携における助産師への役割期待

カテゴリ
含まれる

サブカテゴリ
コード数

個人情報保護法施行への懸念(②)

支援が必要と思われる事例の情報提供(③④⑤⑥⑫⑬)

事例の情報提供 17 情報提供のメリット(⑤⑥)

事例の指導内容、経過についての情報提供(⑬⑭)

地域へ情報提供することの同意を対象者から得る(③)

退院後の個々人の生活を考慮した入院中の指導(③⑬)

施設内での助産師による 妊娠期・分娩期の母子の支援(③⑮)

ケアの充実
13 

妊娠中から産後1ヶ月までの母体の健康管理(身体ケア) (③) 

助産師による知識と技術の提供(⑬)

産車辱期のケア(⑤⑬)

地域に暮らす樗婦のケア 10 助産師の勤務する施設以外を退院した裸婦のケア(①②④)

助産師の勤務する施設を退院した樗婦のケア(⑫⑬)

入院中の乳房ケア(③)

周産期の乳房ケア
乳房ケアと母子関係(⑨)

5 
妊娠期から産樗期までの乳房ケア(⑨)

母乳相談窓口の設置(⑦)

母子保健事業の紹介 3 母子保健事業紹介(①③③)

対象者の家庭生活を考慮
3 生活の視点が不足する助産師のケアに対する不満(③⑨)

したケア実施の希望

ハイリスク家庭への支援 助産師の同行による家庭訪問訪問(⑤)

の協働
2 

訪問結果の情報交換(⑤)

臨床現場の知識提供 2 臨床現場の知識提供(②)

(サブカテゴリー内の数字は対象者を示す)
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表 6 地域と医療施設の連携における保健師の役割認識

カテゴリ
合まれる

サブカテゴリ
コード数

地域で暮らす対象者への生活の場での支援(③③⑬⑬⑮⑬)

保健師の役割認識 9 妊産婦との接触の少なさ(⑮)

地域での身近な存在(⑬)

わかりにくいと思う j といった記述で示されていた。

これらの不満は[対象者の家庭生活を考慮、したケア実

施の希望]へとつながっている。

表6は、連携における保健師が自らの役割認識をど

のようにとらえているかを示したものである。[保健

師の役割認識]は〈地域で暮らす対象者への生活の場

での支援} {地域での身近な存在〉である反面、 〈妊

産婦との接触の少なさ〉を感じており「保健師は妊婦

との接触機会が妊娠届け時と何らかのハイリスクケー

スのみ」と回答している。

3. 地域母子ケアのための看護職の連携における課題

と理想とする連携シスチム

表 7は、地域母子ケアのための看護職の連携におけ

る課題を示したものである。抽出されたカテゴリーは

{専門性を生かした保健師と助産師の関係の構築]

{連携のための体制作りの必要性] [保健師と助産師

の情報の共有の必要性}で、含まれるコード数は合計

31であった。

{専門性を生かした保健師と助産師の関係の構築]

に含まれるコード数が最も多く、 〈お互いの仕事の専

門性の理解} {保健師と助産師の役割分担} {保健師

からの地域での事業の PRの必要性} {支援における

同じ目標の共有} {保健師と助産師の気軽に連携でき

る関係の構築〉から構成された。{お互いの仕事の専

門性の理解〉では、「お互いがどんな仕事をしている

かを分かり合ったほうがよいJr相互に専門分野を持っ

ている職種で、お互いの分野をいかした連携が必要」

と考えている。{保健師と助産師の役割分担〉は、

「助産師は外来での指導をしつつ分かりにくい点は地

域の保健師に連絡し連携をとる」という要望や「助産

師と保健師がタイアップしてできるものがあれば進め

ていきたいjという保健師のニーズが記述されていた。

(サブカテゴリー内の数字は対象者を示す)

〈支援における同じ目標の共有〉は、「同じ目標に向

かつての支援Jr統ーされた自標、方向性のもとでの

ケア」が方向性として出されている。{保健師と助産

師の気軽に連携できる関係の構築〉では、「自ごろか

ら顔の見える関係Jr日常から顔つなぎができる環境」

「適宜連絡を取り合い、情報交換でき、同じ課題に向

かっていく j関係が必要とされていた。

{連携のための体制作りの必要性]は〈保健師と助

産師の話し合い} {担当者レベルでの定期的な会議〉

〈担当者窓口の明確化} {医療施設への保健師の配

属} {施設と地域の継続ケア体制〉が必要とされてい

たo {担当者レベルでの定期的な会議〉は、「担当者

レベルでの定期的なカンファレンスや情報交換会で、

医療と地域での生活の支援の進め方について役割が見

えてくる」とそのメリットが強調されていた。{担当

者窓口の明確化} {医療施設への保健師の配属〉では

地域からの問い合わせに対して病院内での窓口を作る

ことにより、「市町村は保健師、病院は助産師、とい

うやり取りの窓口を作ると、情報交換がスムーズにな

るJと考え、さらに「医療施設内に保健師を配属し、

妊産婦、新生児訪問や各種の保健指導を助産師と協力

して行う体制jが必要と考えている。{施設と地域の

継続ケア体制〉では、「助産師は外来で妊婦の指導を

していて家庭の様子がわからない時は、地域の保健師

に連絡し連携を取るとよいJr母親の健康管理は医療

施設が中心となり、家庭での生活改善などが必要と感

じられた時は地域の保健師に連絡するシステムが理想

的j としている。

{保健師と助産師の情報の共有の必要性]は、 〈施

設と地域の情報の共有の必要性〉と〈保健師と助産師

の情報交換の必要性〉が示されている。「助産師が医

療施設の指導やケアを担当し、地域の保健師と妊産婦

の情報交換やケース会議をもつことJを提案している
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表 7 地域母子ケアのための看護職の連携における課題

カテゴリ
含まれる

サブカテゴリ
コード数

お互いの仕事の専門性の理解(③⑬⑬)

保健師と助産師の役割分担(④⑨⑫)
専門性を生かした保健師

14 保健師からの地域での事業のPRの必要性(⑫)
と助産師の関係の構築

支援における同じ目標の共有(⑪⑬)

保健師と助産師の気軽に連携できる関係の構築(②⑨⑪⑮)

保健師と助産師の話し合い(④③⑫)

担当者レベルでの定期的な会議(⑭⑮)
連携のための体制作りの

10 担当者窓口の明確化(⑫)
必要性

医療施設への保健師の配属(⑮)

施設と地域の継続ケア体制(⑮⑫⑮)

保健師と助産師の情報の 施設と地域の情報の共有の必要性(②⑬⑬)

共有の必要性
7 

保健師と助産師の情報交換の必要性(⑮⑮⑫)

(サブカテゴリー内の数字は対象者を示す)

表8 地域母子ケアのための理想とするケアシステム

カテゴリ
含まれる

サブカテゴリ
コード数

医療施設からの地域への連絡システム(①③⑨⑬)

医療施設から地域への気になる事例の情報提供(④⑤⑥⑬)
地域と医療施設の事例の

13 医療施設と地域が必要な情報が共有できるシステム(①④)
情報共有システム

個人情報保護と進まぬ情報の提供システム(⑬⑮)

メールを用いた情報共有(③)

医療施設と地域での事例検討会議による連携(④⑮)

地域と医療施設の連携の 就学前までのケアシステム(②)

ための組織作り
6 

病院内の窓口の明確化(⑫)

周産期ケアシステムのマニュアル(⑬)

県外の医療施設との連携の難しさ(⑨)

連携上の課題 6 医療施設の不足(⑮)

地域産科医療不足への不安(⑫⑮⑫)

(サブカテゴリー内の数字は対象者を示す)

が、同時に「ハイリスク妊婦の情報交換がうまくいっ

ていない」現状や「医療側に地域との連携の必要性を

感じている人が少ないのではないかJという不満も出

された O

域と医療施設の連携のための組織作り] [連携上の課

題]の 3つで、含まれるコード数は合計25であった。

これらのカテゴリーのうち、 {地域と医療施設の事例

の情報共有システム] [地域と医療施設の連携のため

の組織作り}は、地域母子ケアのための看護職の連携

における課題の[連携のための体制作りの必要性]

表8は、地域主医療施設の連携における理想とする

地域母子ケアシステムを示した。抽出されたカテゴリー

は{地域と医療施設の事例の情報共有システム1[地 {保健師と助産師の情報の共有の必要性}と重なる内
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容であり、現状の課題と理想、とするケアシステムは表

裏一体であるといえる。[連携上の課題]は〈県外の

医療施設との連携の難しさ~ (医療施設の不足~ (地

域産科医療不足への不安〉があり、「県境にあるが、

県外の医療施設との連携は難しいJi身近に専門医療

施設が少ない現状で、どのよっにシステムづくりをし

ていくかが難しいJi近くの公立病院より産科医が引

き上げられ出産できる医療施設が限られた状況」といっ

た回答がみられた。

N.考察

1 .保健師と助産師の専門性を生かした関係の構築

[距離に起因する医療資源の不足]が生じている地

域においては、地域母子ケアの充実のためには、地域

と医療施設の連携が重要となる。図 1は、良質な地域

母子ケア実現のための地域と医療施設の連携について

分析結果を図示したものである。

図に示すように連携にあたっては、 {専門性をいか

した保健師と助産師の関係の構築]が不可欠である。

保健師と助産師はともに看護職であるが、連携のため

には、まず〈お互いの専門性の理解〉をする必要性が

抽出された。これは、現在、保健師も助産師も看護の

ジェネラリストであるより、むしろ専門分野のスペシャ

リストとなっており、お互いの看護が見えにくくなっ

ていることを意味すると考えられる。へき地における

看護の総称であるルーラルナーシングにおいて、その

地域の看護職は「看護のジェネラリストjであり、ま

た担当地域については誰よりも理解しているという、

「その地域のスペシャリストJであることが期待され、

その役割を果たすことでより良いケアが実現できてい

ることが報告されている 7)，8)。医療過疎地域における

看護職も、その地域の特性をより深く理解するひとつ

として、医療現場・保健の現場における看護の現状を

お互いに知ることにより、「その地域のスペシャリス

トJとなり、さらにより良いケアが提供できるのでは

ないだろうか。

〈お互いの専門性の理解〉を深める手段として、

〈担当者レベルでの定期的な会議〉や〈担当窓口の明

確化〉が考えられる。保健師と助産師による定期的な

会議や、お互いの窓口を明確にすることで「日頃から

顔の見える関係Jとなり〈気軽に連携できる関係〉も

早期に構築できる。村山ら g) は、地域母子保健事業が

継続・発展するための要因として 7項目を抽出してい

対象者

《地域で暮らす対象者への

生活の場での支援》

《地域での身近な存在》

妊婦・産婦・祷婦・新生児とその家族

保鍵師と助産師による同じ目標に向かっての支援

{地域と医療施設の事例の情報共有システム]

{地域と医療施設の連携のための組織作り}

i専門性を生かした保健師と

助産師の関係の構築}

《お互いの仕事の専門性の理解》

《保健師と助産師の気軽に連携

できる関係の構築》

「日ごろから顔の見える関係J

《担当者レベルでの定期的な会議》

《担当者窓口の明確化》

{施設内での助産師による

ケアの充実]

{地域に暮らす祷婦のケアl

i周産期の乳房ケア]

{母子保健事業の紹介}

{対象者の家庭生活を考慮

したケア実施の希望]

図1 医療過疎地域における良質な母子ケアのための地域と医療施設の連携
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る。その要因の lつが関係者間での意思疎通の促進で

あり、関係機関の継続的な話し合いは、事業の方向性

や役割の確認、情報・意識の共有を促すことを報告し

ている。松木ら10)は医療機関と地域を結ぶ保健・医療・

福祉包括ケアシステムに基づく「橋渡しナースシステ

ム構築jの活動を報告している。その中で、「橋渡し

窓口jの一元化は、連携の確実性と一貫性・専門性の

向上が図れ、利用者への信頼につながると説明してい

る。保健師と助産師が会議等で話し合う機会が継続す

れば、自ずとお互いの看護に対する理解が深まり、対

象者により良い看護を提供するための自らの役割が明

確になるのではないだ、ろうか。さらに助産師にとって

は、地域における母子保健事業の理解を深める機会と

もなり、 [母子保健事業の紹介}が容易になるだろう。

森田川は、医師と保健師の協働には両者が意見を語り

合い、理解し合う必要性を指摘している。看護職聞の

連携においても同様に、十分な話し合いの場をつくる

ことが不可欠な条件であるといえる。

2.保健師と助産師のケアにおける協働

地域母子ケアにおいて助産師は、 〈退院後の個々人

の生活を考慮した入院中の指導} (妊娠期・分娩期の

母子の支援) (妊娠中から産後 1ヶ月までの母体の健

康管理(身体ケア)}といった{施設内での助産師に

よるケアの充実]を求められている。これらは、助産

師が日常の業務の中で行っているケアであり、入院中

の妊産樗婦のケアは、助産師が行う当然のケアとして

認識されている表れかもしれない。しかし、 〈生活の

視点が不足する助産師のケアに対する不満〉があるよ

うに、保健師が地域で生活する袴婦と接する中で感じ

る、入院中の不十分なケアに対する助産師への不満と

も考えられる。施設で勤務する助産師は、対象者を生

活している入としてとらえる視点が不足してしまう傾

向があるのだろう。施設内での母子ケアの実践におい

て助産師は、対象者の地域での生活を考慮したケアを

行う必要があり、そのためには保健師との連携が不可

欠となる。

特に{地域に暮らす樗婦のケア]の実践の際は、対

象者の家庭での生活を考慮することが、一層求められ

る。退院後のケアは、主に家庭訪問という形で提供さ

れる。退院後の訪問は、新生児訪問指導として地域の

保健師が実施することが多く、新生児訪問指導は母親

の育児不安の軽減ロ)や、産後うつの発症を防ぐ可能性

が示唆されているゆ。本研究においても、 A.B県と

もに80%以上の実施率で行われていた。 2007年度から

は「こんにちは赤ちゃん事業Jが開始され14)、その実

施率は全国平均で68.5%である日)。今後、医療過疎地

域においても全戸訪問に向けて活動が活発となること

が予想されるが、助産師による訪問の効果も期待され

ている肌 17)。地域における助産師による産樗期の継続

ケアは、祷婦からも期待されており、産後 1ヶ月時点

では約80%の祷婦が分娩した施設の助産師による訪問

を希望している凶)。助産師と保健師が協働して退院後

のケアを行うことは、母子の心身の健康レベルの向上

はもちろん、有効な子育て支援となると思われる。

さらに、地域におけるケアは、 〈助産師の勤務する

施設以外を退院した袴婦のケア〉も期待されている。

このことは、地域における産科病棟の閉鎖など〈地域

産科医療不足への不安〉がある医療過疎地域において

は、施設助産師であっても、その地域に暮らす妊産樗

婦全般へのケアを期待されていることを意味する。市

町村が医療機関に事業を委託し、その機関に所属する

助産師が地域母子保健事業を担当している報告もみら

れるゆ)。本研究においても、助産師委託は訪問指導に

おいて取り入れられており、 A県では約10--20%程度、

B県では約30%程度実施されていたO 医療過疎地域に

おいても、地域から医療機関への委託という形式の中

で、助産師による地域における産樗ケアの可能性も模

索できるのではないだろうか。

また、母乳育児の確立に向けた{周産期の乳房ケア]

への期待も高く、入院中だけでなく〈妊娠期から産祷

期までの乳房ケア〉が求められている。母乳育児の確

立に向けた乳房ケアは、より専門的な看護実践であり、

乳房の状態を含めた樗婦のフィジカルアセスメントお

よび新生児の健康状態のアセスメントと、それに基づ

く援助技術が必要となる。じかし、母乳育児の確立は、

分娩後4--5日の短い入院期間では困難であり、また、

産樗期は、母親が自分なりの授乳を見出していく過程

であり 20)、母乳に関する不安が、最も高まる時期問)で

もある。そのため、母乳育児の確立に向けた乳房ケア

は、退院後に対象者の生活にあわせた、より丁寧なケ

アが必要とされ、 〈地域での身近な存在〉である保健師

との連携が重要となる。 UNICEF(国連児童基金)と

WHO (世界保健機関)の共同声明による「母乳育児
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成功のための10か条jには、母乳育児のための支援グ

ループを作り援助し、退院する母親にグループを紹介

することがあげられているれ)。本研究では育児グルー

プの支援はA県で54.5%、B県で25.0%と低い実施状

況であり、このような活動においても保健師と助産師

の協働により活動が促進すると思われる。

保健師は〈地域で暮らす対象者への生活の場での支

援〉の役割を担っており、対象者にとっては〈地域で

の身近な存在〉である。地域でのケアの実践時こそ

「その地域のスペシャリストjである保健師と「妊娠・

出産に関するスペシャリストJである助産師の協働が

有効であり、質の高いケアの提供が可能となる。

3. 地主義と監事襲施設との連携のための組織

[地域と医療施設の事例の情報共有システム]は、

医療過疎地域においては{専門性をいかした保健師と

助産師の関係の構築]ができたうえで、看護職が中心

となり成り立つシステムである。[地域と医療施設の

連携のための組織作り]や事例の情報共有システムを

構築する目的は、保健師と助産師による同じ目標に向

かつての支援を行い、より質の高いケアを提供するた

めである。病棟内であれば、ケースカンファレンスや

看護記録等でチーム内における看護目標の共有は容易

にできる。同じように地域の保健師と医療施設の助産

師が積極的な話し合いの場を設けることで、 〈支援が

必要と思われる事例の情報提供〉も可能となり、同じ

看護目標に向けたケアが実践できる。

医療過疎地域では、産科医療施設の不足から、妊産

婦は県外の病院や生活の場から離れた地域の病院を利

用することになる。そのため、 〈県外の医療施設との

連携の難しさ〉も危倶される。[地域と医療施設の連

携のための組織作けには、妊産婦が利用する病院等

を考慮した広域での組織が必要となるであろう。

保健師と助産師が連携のシステムを活用し、保健師

と助産師による同じ目標に向かつての支援を行うこと

が、質の高い地域母子ケアにつながると考えられる。

しかし、保健師と助産師による同じ目標が具体的に何

を示すかは、本研究では明らかになっていない。本研

究は、保健師の視点から地域と医療施設との連携を考

察してきたが、今後、医療過疎地域に暮らす妊産樗婦

のニーズを明らかにすることで、対象者主体の看護目

標の設定が容易になると思われる。

V.結論

本研究は、医療過疎地域における母子ケアの質を向

上させるために、望ましい看護職の連携のあり方を、

保健師の視点から明らかにすることを目的に質問紙調

査を行った。地域と医療施設の連携および連携のため

のシステムに焦点を当て分析し、以下の結果を得た。

1 .保健師がとらえた地域の医療資源の特徴は{距離

に起因する医療施設の不足}であった。

2.地域と医療施設の連携における助産師への役割期

待は、 {事例の情報提供1[施設内での助産師によ

るケアの充実] [地域に暮らす樗婦のケア1[周産

期の乳房ケア1[母子保健事業の紹介1[対象者の

家庭生活を考慮したケア実施の希望1[ハイリスク

家庭への支援の協働1[臨床現場の知識提供]の 8

項目が抽出された。

3.地域母子ケアのための看護職の連携における課題

は、 {専門性を生かした保健師と助産師の関係の構

築] [連携のための体制作りの必要性] [保健師と

助産師の情報の共有の必要性]の 3項目が抽出され

た。

4.地域母子ケアのための理想とするケアシステムは、

{地域と医療施設の事例の情報共有システム] [地

域と医療施設の連携のための組織作り 1[連携上の

課題]の 3項目が抽出された。

医療過疎地域における母子ケアは〈地域での身近

な存在〉である保健師と「妊娠・出産に関するスペ

シャリストJである助産師の協働が有効であり、

{専門性をいかした保健師と助産師の関係の構築}

ができたうえで、看護職が中心となり地域と医療施

設の連携のための組織作りを行う。保健師と助産師

が連携のシステムを活用じ、保健師と助産師による

同じ目標に向かつての支援を行うことでより質の高

いケアが提供できると考えられる。
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